






























































る論考が、1984 年に発表されている（石川 1984a, 1984b）。また、1980 年代後半から 90 年
代前半には、デンマークやスウェーデン、アメリカの地方自治体で制度が設けられたこと
が、主に法律の専門家らによって紹介されている（篠原 1988; 早川 1989; 角田 1991; 棚村 1992;
菊地 1994; 木下 1994a, 1994b; 棚村ほか 1994; 菱木 1994, 1995a, 1995b; 大村 1995a, 1995bなど）。
1996 年は、米ハワイ州における同性婚受け入れ判決への反応として、連邦議会や各州が

























































































「a. 健康保険の扶養者扱い」「b. 税金の扶養者控除」「c. 給料付属の家族手当」「d. 職場での介護
休暇」「e. 一方が入院したときの看護・面接権」「f. 一方が病気になった際の医療上の同意権」
「g. 家族向けの公営住宅への入居権」「h. 生命保険の受け取り」「i. 遺産や共有財産の相続権」「j.












































































































調査に協力してくれたのは、証明書取得者が 12 名（うちカップルが 4 組）、検討者が 4 名
（うちカップルが 1 組）の計 16 名である。性別（戸籍上）の内訳は、女性が 8 名、男性が 8 名
である。年代は、30 代が 9 名、40 代が 5 名、50 代が 1 名、70 代が 1 名だった（表を参照）。
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1                       F1a                         44歳                              取得済み                              8年2                      F1b                         41歳                              取得済み                              
3                       F2                          35歳                              取得済み                              8年
4                      F3a                         43歳                              取得済み                              1年6カ月5                      F3b                         30歳                              取得済み                              
6                       F4a                         35歳                              検討中                                 9カ月7                      F4b                         37歳                              検討中                                 
8                       F5                          34歳                              検討中                                 2年8カ月
9                      M1a                        38歳                              取得済み                              6年7カ月10                     M1b                        41歳                              取得済み                              
11                     M2a                        37歳                              取得済み                              1年9カ月12                     M2b                        33歳                              取得済み                              
13                     M3                          39歳                              取得済み                              4年10カ月
14                     M4                          70歳                              取得済み                              39年
15                     M5                          53歳                              取得済み                              22年
16                     M6                          45歳                              検討中                                 同居していない






















































































































































































































































































































３）大阪（2006 年 2 月 26 日、エル・おおさか）、第 1 回東京（3 月 5 日、学習院大学）、香川（3 月 19
日、高松市女性センター）、札幌（3 月 26 日、札幌市男女共同参画センター）、第 2 回東京（4 月 16
日、東京 YMCA 山手センター）の 5 会場で実施された。全国 5 会場に来場した人は延べ約 700 名で
あった。筆者は、東京で開かれた 1 回目のシンポジウムに主催者の 1 人として参加した。
４）2015 年以降は目立つ動きが相次いでいる。たとえば、同性婚を希望する 455 人が、日本で同性婚が
法制化されていないのは個人の尊重や法の下の平等を定める日本国憲法に反するとして、人権救済
の申立書を日本弁護士連合会に提出し（2015 年 7 月 7 日）、同性婚の合法性を問うた（同性婚人権
救済弁護団 2015）。
５）青山（2016）は、「同性婚および同性パートナーシップ」を「同性婚」の語で代表させている。
６）2000 年代以降に発表された制度の是非論を時系列に挙げると、（風間 2003; 河口 2003; 谷口 2003; 赤
杉ほか 2004; 杉浦 2004; Percin 2001=齊藤 2004; エミ・コヤマ 2004; 李 2004; 谷口 2004; サンダース宮
松 2005; 金田 2005; 岡野 2006; Chauncey 2004=上杉・村上 2006; 綾部 2007; 杉浦ほか 2007; 清水 2007,
2008a, 2008b; 志田 2009; 堀江 2010; 谷口 2013; 堀江 2015; 川坂 2015; マサキ 2015; 岡野 2015; 谷口




すでに存在しているカップルの実生活の必要を満たす」（青山 2016: 28）の 4 点にまとめられる。反









８）このアンケートの調査期間は 2004 年 2 月 28 日から 5 月 10 日までであった。用紙で回収されたア
ンケートが 238、インターネットでの回収が 445、有効回答は 683 である。性的指向別に回答者を
みると、レズビアンが 296 人、ゲイが 145 人、バイセクシュアルが 157 人、そのほかが 77 人、無
回答が 8 人である。
９）aから iの諸権利については、おおむね「非常に必要」「必要」という回答が多く、中でも「e. 看護・
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